
FANG+指数の魅⼒と⾒通しについて

iFreeレバレッジ FANG+ 

米国株式市場のけん引役
FANG+指数は2022年12月に⾏われた銘柄⼊れ替えのあと堅調に推移しております。

FANG+指数の構成銘柄はどの企業も⾼い成⻑性を有しており、これまで米国株式市場の上昇をけん引し
てきました。年初から2023年6月末までに米国を代表する指数であるS&P500指数は16%の上昇となりま
したが、その上昇の13％はFANG+指数構成銘柄※1の上昇によってもたらされたものです。⾜元半年間の
FANG+指数構成銘柄は米国株式市場の中心であったことがうかがえるとともに、これらの銘柄に等ウエイ
ト投資している当ファンドは米国株式投資による恩恵を大いに享受できるファンドであったと言えます。

2023年7月19日

人々の「欲しい︕」を革新的なイノベーション
で提供し、強い顧客基盤の構築と市場での圧倒的
なシェアを構築することで、消費者の⽣活から切
り離せないインフラ（社会基盤）として強固なプ
ラットフォームを確⽴してきたことが大きな強み
です。今後も継続的に新しい分野を切り開いてい
くことで⾼成⻑を継続していくと考えています。

なぜFANG+指数は強いのか︖

（出所）ブルームバーグより大和アセット作成

S&P500指数に対するFANG+指数構成銘柄の寄与度

※1 S&P500指数構成銘柄ではないスノーフレイクを除く
寄与度算出⽅法:FANG+指数構成銘柄のS&P500指数におけるウエイトと日次リターンから算出

（ 2022年12月31日〜 2023年6月30日）
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イノベーション①研究開発
FANG+指数の構成銘柄は米国企業の中でも研究開発に⼒を⼊れており、イノベーションの原動⼒となっ

ています。企業規模が拡大しても研究開発に継続的に⼒を⼊れていることがわかります。

イノベーション②M&Aなど新規事業への投資
成⻑を継続するためには外部のアイデアや技術を活⽤させることも重要になります。GAFAM（※）の動

向をみてみると多くのM&A（合併・買収）を⾏っていることがわかります。例えばグーグルでコア事業に
なっているスマートフォンのOSであるAndroid、動画共有サービスのYouTube、広告配信基盤の
DoubleClick（現在はGoogle Marketing Platformに統合）などは、買収したスタートアップ企業から展
開してきた事業になります。またM&Aだけではなく関連投資会社を通じたVC（ベンチャーキャピタル）
などへの投資を含めると多数の事業へ投資を⾏っています。近年では既存事業以外にヘルスケアやモビリ
ティ、教育など幅広い事業への投資が⾏われています。

研究開発費（2022年）

（出所）ブルームバーグより大和アセット作成

※スノーフレイクを除く指数構成銘柄の時価総額加重平均を試算

研究開発費/売上⾼⽐率（2022年）

年間買収・投資件数（2017年〜2021年）
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（出所）各社情報、ブルームバーグより大和アセット作成
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※6月末ドル円為替レートで円換算
※スノーフレイクを除く指数構成銘柄の時価総額加重平均を試算

（出所）ブルームバーグより大和アセット作成

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

FANG+ S&P500 S&P500

（除くFANG+）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

FANG+ S&P500 S&P500

（除くFANG+）

※GAFAM︓グーグル、アマゾン、フェイスブック（現メタ）、アップル、マイクロソフトの5社

（件）

2/12



個別銘柄紹介 エヌビディア

エヌビディアは半導体の中でも、GPU（グラフィックス・プロセッシング・ユニット）と呼ばれる半導
体チップの設計・販売におけるリーディングカンパニーです。GPUは膨大なデータの演算を⾼速で処理で
きることから、3Dグラフィックの画像描写を得意とし、⾼度な映像処理が必要とされるゲームの動作には
欠かせない存在です。同社の⾼性能なGPUはゲーミングPCをはじめ、Nintendo Switchなどの身近なゲー
ム機にも搭載されています。PC向けのGPUは、業界内では⾼い競争⼒を有しており、独占的なシェアを
誇っています。

直近10年の株価推移

AI関連の市場規模予測同社のGPUが活躍する領域はゲームだけ
にとどまらず、近年では暗号資産のマイニ
ング⽤や⾃動運転向けの製品としても⾼い
需要があります。また、昨今大きな話題と
なっている「ChatGPT」に代表されるAI
（人工知能）の分野でも同社の製品は必要
不可欠な存在になると言われています。今
後AI関連市場が大きくなるにつれて、同社
の製品の需要も⾼まっていくことが期待さ
れます。

（出所）ブルームバーグ、各種資料

（2013年6⽉末〜2023年6⽉末）

Nintendo Switch
を共同開発

2017年
メルセデス・ベンツと

自動運転技術共同開発

2019年
ChatGPT(AI)
ブーム到来︖

2023年

（ドル）

0

100

200

300

400

500

13/06 15/06 17/06 19/06 21/06 23/06

17 33
63

120

231

2022 2024 2026 2028 2030

市場規模は 倍以上に︖10

兆円
兆円

兆円

兆円

兆円

※6⽉末ドル円為替レートで円換算 （出所） statista

3/12



アップル アマゾン マイクロ
ソフト グーグル メタ テスラ ネット

フリックス エヌビディア AMD スノー
フレイク

2022年度
実績 +9.2 ▲68.3 +15.7 ▲3.2 ▲26.5 +125.8 ▲10.8 +91.0 ▲57.3 ▲40.6

2023年度
予想 ▲2.0 +248.5 +5.0 +19.5 +29.4 ▲4.7 +18.0 +98.5 +162.4 ⿊字転換

2024年度
予想 +9.7 +35.4 +14.4 +18.0 +23.2 +38.4 +29.8 +34.2 +44.5 +67.4

FANG+指数構成銘柄のEPS成⻑率

ファンドマネージャーのコメント

日頃より、「iFreeレバレッジ FANG+」をご愛顧いただきまして、投資家の皆さまに心より感謝申し上
げます。

2022年はロシア・ウクライナ間の戦争に端を発する原材料⾼騰などを背景に、⾦利上昇・インフレ率の
⾼止まりといった、グロース株を中心とするFANG+指数にとって逆風となるトピックが米国株式市場の中
心となり、厳しいパフォーマンスとなりました。しかし2023年に⼊ってからは⽣成AIに対する期待感や
インフレの鎮静化を背景に、米国株価指数は⾼値圏に⼊ってきました。投資家の皆さまにおかれましては、
「この展開がどこまで続くのか︖」・「今から買っても遅くはないのか︖」という点を気にされているか
と思います。

目先の注目点としては米国の利下げがいつ始まるのかという点です。FRB（米国連邦準備制度理事会）
は過去に例を⾒ないハイペースでの利上げを続けてきており、2023年には景気後退局⾯⼊りするであろう
と懸念されていました。しかし実態としては景気はそれほど悪化せず、経済指標や失業率は底堅さを⾒せ
ています。今後の利上げ回数は不透明なままですが利上げ終了が目前であることは間違いなく、景気が強
いままインフレ率がさらに低下すれば、2024年の利下げ開始が期待されます。⼀般的に⾦利が低下する局
⾯はグロース株が強い傾向にあり、FANG+指数を構成する米国の代表的なテクノロジー企業に恩恵がある
と考えます。

また、個別企業の業績⾯では、EPS（⼀株当たり利益）成⻑率で⾒ると2023年度は増益・減益まちまち
の予想がされていますが、2024年度はすべての銘柄で増益が予想されています。「ChatGPT」の登場に
より身近になったAI関連のサービス・製品の拡大に⾒られるように、構成銘柄の多くが最先端の技術を開
発して国際競争⼒を⾼めており、⻑期的な業績拡大が⾒込めるためです。

引き続き「iFreeレバレッジ FANG+」をご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

（出所）ブルームバーグ

（％）
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基準価額・純資産の推移（2023年６月30日現在）

基準価額 12,844 円
純資産総額 62億円

当初設定日（2020年8⽉19日）〜2023年6⽉30日
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分配金再投資基準価額
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参考指数

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦実績があった場合に、当該分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算したものです。
※基準価額の計算において、実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧ください）。
※NYSE FANG+指数（税引後配当込み、米ドルベース）は当ファンドのベンチマークではありませんが、参考指数として掲載しています。
※グラフ上の参考指数は、グラフの起点時の基準価額に基づき指数化しています。
※実際のファンドでは、課税条件によって投資者ごとの騰落率は異なります。また、換⾦時の費⽤・税⾦等は考慮していません。
※上記は過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
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ファンドの目的・特色
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投資リスク

 
● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「価格変動リスク・信用リスク（株価の変動、公社債の価格変動）」、「株価指数先物取引の利用に伴うリスク」、「パフォ
ーマンス連動債券への投資に伴うリスク」、「連動対象の指数に関するリスク」、「為替変動リスク」、「カントリー・リス
ク」、「その他（解約申込みに伴うリスク等、パフォーマンス連動債券の流動性に関するリスク）」 
※ 為替変動リスクの低減を図ります。ただし、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。 

為替ヘッジを行なう際、日本円の金利が組入資産の通貨の金利より低いときには、金利差相当分がコストとなり、需
給要因等によっては、さらにコストが拡大することもあります。 

※ ファンド保有期間が 2 日以上の場合の投資成果は、通常「2 倍程度」になるわけではありません。 
※ 一般に、対象指数が上昇・下落をしながら動いた場合には、基準価額は押下げられることになります。 
※ レバレッジ運用を行なう先物取引やパフォーマンス連動債券への投資においては、一般に借入金利に相当する負担が

あります。そのため、長期に保有する場合、金利負担が累積されます。 
※ レバレッジ倍率に比した高リスク商品であり、初心者向けの商品ではありません。 
※ 長期に保有する場合、対象資産の値動きに比べて基準価額が大幅に値下がりすることがあるため、そのことについて

ご理解いただける方に適しています。 
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※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 

ファンドの費用
 

（注）当ファンドおよびパフォーマンス連動債券における「その他の費用・手数料」については、運用状況等により
変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。 

※ 購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせください。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。また、上場投資信

託証券は市場価格により取引されており、費用を表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 

投資者が直接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 
〈上限〉2.2％（税抜 2.0％） 

購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、
取引執行等の対価です。 

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 — 
投資者が信託財産で間接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 0.9845％ 
（税抜 0.895％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対
して左記の率を乗じて得た額とします。 

投 資 対 象 と す る 
パ フ ォ ー マ ン ス 
連 動 債 券 

年率 0.29％程度 パフォーマンス連動債券にかかる費用等です。 

実質的に負担する 
運 用 管 理 費 用 の 
概 算 値 

年率 1. 275％（税込）以下 
（パフォーマンス連動債券にかかる費用等を含めたものです。実際の組入状況等により変動し
ます。） 

そ の 他 の 費 用 ・ 
手 数 料 

（注） 

監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・
オプション取引・スワップ取引等に要する費用、資産を外
国で保管する場合の費用等を信託財産でご負担いただきま
す。 
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＜基準価額の値動きについて＞ 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメントが作成
したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃身でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運⽤実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、示唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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取扱い販売会社

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長(登金)第8号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第191号 ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○

大和コネクト証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3186号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第152号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

2023年6月30日　現在

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

iFreeレバレッジ FANG+

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。 12/12


